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延焼経路ネットワークを用いた都市防火対策の評価について  
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2．3 市街地防火性能を表す指標   

また，市街地防火性能を表す指標として，平均焼失面債率  

x＝を川いる．平均焼失面憤率は，町域全体の建物のうちの  

1棟の可燃建物から出火したときの焼失面積の期待値が，市  

街地面掛こ占める割合を表す．面憤ぶ∩，建築棟数ル〕の町域  

に存在する建物jから出火したときの焼失建築面積をβiとす  

ると，平均焼失面横率は以‾Fのようになる．  

1 はじめに   

わが国の建築は，気候風土や住民の住まいに対すろ志向な  

どの点から木造建築に頼らざるを得ない面が多い．また，歴  

史的に充分な郡市基盤整備が行われてt）ないなどにより，多  

くの木造密集市街地が存在Lている．こうした市街地は，出  

火した火災が延焼し，また延焼が拡大する危険性をはらんで  

いる．   

市街地整備によろ郡市防火対策の手法には，街区内での延  

焼阻1Lを目的として不燃建物の建設や空地の配置などを行う  

面的不燃化，および他の街区への延焼阻止二を目的として延焼  
遮断帯の整備などを行う都市防火風画整備がある【1】．こうL  

た防火対策の効果は，不燃建物や延焼遮断帯の整備竜だけで  

なく，これらの配置パターンによっても異なると考えられる．   

そこで，本研究では，延焼経路の測地的な分析からの郡市  

防火対策の評俄について検討する．   

2 建物開廷焼経路ネットワークの作成  

2．1 作成の手順   

延焼経路ネットワニク作成のための基本地理情報データと  

して，東京都都市計画局によって整備された「都市計画ディ  

ジタルデータ」を用いている．   

まず，地理情報データを用いて，町域内のすべての建物の  

代表点を与える．次に，あらゆる2横間の組み合わせについ  

て建物間の距離を計測する．そして，2棟間の距離が延焼限  
界距離より小さくなっている建物の代表点を線で結ぶ．   

そして，出火した建物と延焼経路ネットワークで接続して  

いるすべての建物に延焼が拡大するものとして，市街地防火  

性能の計測を行った，   

東京都墨田区東向島1丁目の建物データを用いて作成した  

延焼経路ネットワークを，図1に示す．  

2．2 延焼限界距離   

延焼限界距離は，連続延焼が起こらない最小の隣棟間隔で  

ある．本研究では，一辺長がロ（－－－）である建物から出火した  
場合の延焼限界距離仇を，以下のように設定した．   

裸木造：β芸・＝12・（烏） 0■442 ＝4・封・8サ412   

防火木造：β雲 ＝6・（怠）U●322  2・86・αt｝・3コ2   

準耐火造‥ 戌 ＝3・（怠） ＝1・98・〃・0・1ボ1  

耐火造：現 ＝0  

ここに，8．：出火建物の建築面積の平方根  

そして．構造が異なる2棟間の延焼限界距離を，それぞれの  
建物から出火したときの延焼限界距離の平均値∂とする．出  
火じた建物から，隣棟間隔がカより小さい唖称こ対して延焼  
拡大すると考え，カより小さい隣棟間隔で連坦しているすべ  

ての建物が焼失するものとした．  
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3 市街地整備計画の防火性能   

東京都豊田区の「すみだ不燃化肋成事業」【2】では，「逃げな  

いですむ燃えないまちづくり」を目指し，指定された主要生  

活道路の沿道，あるいは避難路，避難地および防災活動拠点  

となる区域内に建築される不燃建築物に対し助成金を交付す  

る制度を実施している．   

以下では，主要生活道路沿道の建物に対して不燃化などを  
実施する場合について，複数の整備計画案を考え，それぞれ  

の計画案を実施した場合の市街地防火性能を比較する．  

3．1 整備計両案の設定   

生活道路沿道の不燃化を実施する場合において整備対象と  

する建物（以下，対象建物という）は，以下の方法で抽出Lた．   

まず，地理情報データを用いて，「すみだ不燃化肋成事業」に  

おいて助成対象となっている生活道路を抽出する．次に，助成  

対象である生活道路の計画幅員が6111であることから．これ  

らの道路中心線から両側3111の位置に道路境界線を描く．こ  

の道路境界線と交わる建物を対象とLた．   

また，主要生活道路沿道の整備計画として，次の2通りの  

案を考える．   

計画1：対象建物のすべてを準耐火構造に建て替える   

計画2：対象建物のすべてを耐火構造に建て香える  

ただし，防火性能l土優れた建物への建て替えの効果を計測す  

るため，対象種物は現況の形状を維持するものとLた．  

3．2 整備計画案ごとの防火性能の比較   

前項で述べた計画案を実施した場合について，平均焼失面  

横寧xl′・．4の計測を行った結果を，衰1に示す．  

表1：生活道路整備後の市街地指標  

1．16  ろウ5  126  4二Z O．2366  

1  126  523  218  12  0．11）6丁  

計画コ  1：≧6  与コ3  111  149  0．041与   

平均焼失面憤率は，計画1を実施した場合に，現況の2分  

の1以‾下に低下する．さらに，計画2を実施Lた場合に，計  

画1を実施Lた場合の2分の1以下となる．  
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次に，それぞれの計画案を実施した場合の延焼経路ネット  

ワークを比較すると，計画1を実施Lた場合（凶2）において  

は，生活道路上に延焼経路が残存している簡所がみられた．計  

画2（図：i）においては，生活道路を越える延焼経路烏なくなっ  

ており，このことが，計画1と計画2（図3）との平均焼失面債  

率の違いとなって表れているといえよう．   

延焼経路ネットワークにおいては，哩築両横または棟数が  

最大である連結成分を，複数の連結成分に分割するときに，町  

域全体における平均焼失面積率の低減がみられることがいえ  

る．すなわち，市街地防火性能を向上させるためには，延焼  

経路ネットワークの点切断集合にあたる建物を整備すればよ  

いことになる．そして，分割されてできる2つの連結成分の  

哩築面積ないし棟数が均等であるほど，効率的に平均焼失面  

績率を低くすることができる．また，延焼阻止のための整備  

基準を街区ごとに定めることで，より効果的に平均焼失面倍  

率を大きく変化させることが可能となると考えられる．   

4 おわりに   

本研究では，延焼経路ネットワークを用いて，建物・空地  

の具体的な配置パターンを考慮したミクロな防火性能の評価  

を行うことを試みた．このことの有効件が示されれば，より  

具体的な郡市防火対策を示すことが容易になるといえよう．   
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図2：計画1を実施した場合の延焼経路ネットワーク  

図3：計画2を実施した場合の延焼経路ネットワーク   図1：現況の延焼経路ネットワーク  
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